答　申　第２３０号

平成１８年６月８日

千葉県知事　堂本　暁子　様

千葉県情報公開審査会

委員長　大田　洋介

異議申立てに対する決定について（答申）

平成１７年１２月１５日付け政法第２４６号による下記の諮問について、別紙のとおり答申します。

記

平成１７年１１月１９日付けで異議申立人から提起された、平成１７年１１月８日付け政法第１０５号の２５で行った行政文書不開示決定に係る異議申立てに対する決定について

諮問第３１６号

答　　申

1 審査会の結論
千葉県知事（以下「実施機関」という。）の決定は妥当である。
2 異議申立人の主張要旨

（1） 異議申立ての趣旨

異議申立ての趣旨は、平成１７年１１月８日付け政法第１０５号の２５で行った行政文書不開示決定（以下「本件決定」という。）の取消しを求めるというものである。
（2） 異議申立ての理由

異議申立ての理由は、おおむね次のとおりである。

1 行政文書の特定に際して、勝手に対象を限定し不存在を理由に開示しないイヤガラセを受け、異議申立てや再度の開示請求をさせられている。

2 異議申立てをしてから１０ヶ月以上経過して諮問したり、文書名を他１３件から全部を特定した訂正をしたり、開示日を特定しながら未だに開示されていないのは、開示手続きに違法がある。

3 安房郡鋸南町は、国民健康保険法の調整交付金のうち特別総合保健施設分５００万円の不正受給を行っている。安房郡鋸南町は、国からの通知で「（国保の）保険者が自ら介護保険法に定める居宅サービス事業者の指定を受けていること」が条件とされているにもかかわらず、その事業を国保会計ではなく、一般会計で実施していた。本来、国保会計で会計処理していれば、その事業の黒字は国保料の引下げの財源に使えるものを、国保料を高くして賦課徴収していたことになる。
保険指導課は、交付金の交付条件を知りながら、鋸南町が介護保険法の事業の会計処理を一般会計で処理するのは違法ではないと補助金適正化法違反を隠していた。

4 鋸南町の平成１６年度一般会計決算の単年度収支は、１,８９５万円の赤字であった。本来、国保会計で処理すべき介護保険法の通所介護事業の黒字が、一般会計の赤字の穴埋めの一部に使われたために、鋸南町の国保被保険者は、高い国保料を支払わされている。ちなみに、平成１６年度の鋸南町国保会計は保険料が８千万円もあり、単年度収支は３１９万円の黒字であったことからも、鋸南町の国保の被保険者は不利益を被っている。
県保険指導課は無責任な対応をし、問題の先送りをするため、開示手続きの違法を公然と行っている。対象文書は存在する。
5 それを政策法務課も知らない振りをしているのは許されない。対象文書は存在しているはずである。
３　実施機関の説明要旨

実施機関の説明は、おおむね次のとおりである。
（1） 不開示の理由について

1 異議申立人の主張ア、イについて

異議申立人の主張することは必ずしも明らかではないが、当該主張は、開示請求の内容と併せて考慮すると、県保険指導課介護保険室が担当の行政文書開示決定手続きだけが特別であるためには、千葉県情報公開条例（以下「情報公開条例」という。）に違反してもよいという定めがあるのだと主張しているものと思われる。

しかしながら、そもそも情報公開条例に違反してもよいという定めを作成するはずがなく、情報公開条例の解釈運用基準はもとより、規則・要綱等においても保険指導課介護保険室だけに情報公開手続き上特別な措置を設けていることを記録する行政文書は存在しない。したがって、この点における異議申立人の主張には理由がない。

2 異議申立人の主張ウ、エについて

その意味するところは必ずしも明らかではないが、そもそも政策法務課は介護保険事業に関する事務を所掌しておらず、保険指導課が介護保険事業に関して無責任な対応をし、問題の先送りをするため、開示手続きの違法を行っているという異議申立人の主張する事実を承知していない。

3 異議申立人の主張オについて

政策法務課は介護保険事業を所掌しておらず、行政文書の開示等に関する規則その他で保険指導課介護保険室を特別に扱うことを記載したものもなく、また、保険指導課が介護保険事業に関する無責任な対応をし、問題を先送りするために政策法務課が行政文書開示手続きの違法を知らない振りをしているという異議申立人の主張は何ら根拠のないものである。

上記のとおり、異議申立人の主張にはいずれも理由がない。
４　審査会の判断

当審査会は、異議申立人の主張及び実施機関の説明をもとに審査した結果、以下のように判断する。
（1） 本件請求及び本件決定について
異議申立人は、実施機関に対し、平成１７年１０月１８日付けで「県保険指導課介護保険室が担当の行政文書開示決定手続きだけが、千葉県情報公開条例違反を許されている根拠についてわかる書類」の行政文書開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

これに対し、実施機関は、本件請求は、県保険指導課介護保険室が担当する行政文書開示請求手続きだけについて、情報公開条例に違反することを可能とする記載のあるものと解釈したが、本件請求に係る行政文書を保有していないため、本件決定を行った。

（2） 本件請求に係る行政文書の不存在について
実施機関は、本件請求に係る行政文書は存在しないと説明するので、以下検討する。
実施機関は、そもそも情報公開条例に違反してもよいという定めを作成するはずがなく、情報公開条例の解釈運用基準はもとより、規則・要綱等においても保険指導課介護保険室だけに情報公開手続き上特別な措置を設けていることを記録する行政文書は存在しないと説明する。
条例は、地方公共団体の議会の議決を経て制定されるものであり、実施機関は、条例で定めた内容に従って、事務の執行にあたっているのであるから、保険指導課介護保険室の行政文書開示決定手続きだけが、千葉県情報公開条例違反を許されている根拠についてわかる行政文書は存在しないとする実施機関の説明に不合理な点は見当たらない。
よって、本件請求に係る行政文書は存在しないと判断する。
（3） 結　論
以上のとおり、実施機関が行った本件決定は妥当である。
５　審査会の処理経過

当審査会の処理経過は、別紙のとおりである。
別　紙

審　査　会　の　処　理　経　過

	年　　月　　日
	処　　理　　内　　容

	１７．１２．１５
	諮問書の受理

	１８．　１．２３
	実施機関の理由説明書の受理
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	審議
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